
代表取締役社長の本間です。
本日はお忙しいところ、決算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうご
ざいます。



こちらが、本日のアジェンダとなります。
さっそくですが２０２２年３月期 実績についてご説明します。
３ページをご覧ください。



（説明省略）



こちらは、２０２２年３月期 実績の概要となります。
ご覧のとおり、年間を通して好調な決算となり、全ての項目について過去最高
を更新しました。

受注高、売上高、営業利益については、次ページ以降で増減の内容をセグ
メントごとにご説明します。

当期利益については、営業利益と同様に、増収及び海外における事業構造
改革の効果等により大幅な増加となりました。

配当については、第３四半期に通期業績予想を上方修正したこと、
また前中期経営計画の経営目標である「連結売上高２.５兆円」、「連結
営業利益率８%」を達成したことから、
普通配当１９円に特別配当２円を加え、年間配当金については２１円と
させていただきます。

４ページをご覧ください。



まず、受注高の状況です。

金融の前期に獲得した銀行向け大型案件の反動減による減少はありました
が、
主に北米の金融及び法人向け大型案件獲得、
またEMEA・中南米のスペイン及びドイツ等での案件獲得、
あわせて為替影響による増加が牽引し、１,７７５億円の増加となりました。

５ページをご覧ください。



次に、売上高の状況です。

国内では主に法人・ソリューションの製造業、流通業及びサービス業向けサー
ビスの規模拡大、
海外ではEMEA・中南米における、スペイン及びドイツ等での規模拡大及び
為替影響等により、
２,３３２億円の増収となりました。

６ページをご覧ください。



次に、営業利益の状況です。

国内でのビジネス拡大のための先行投資や公共・社会基盤における不採算
案件の発生、
EMEA・中南米でのグローバルブランド統一や追加施策に伴う費用増はありま
したが、
主に北米やEMEA・中南米での事業構造改革の効果や増収等により、
７３４億円の増益となりました。

この後のスライドは、今ご説明した内容がセグメント毎に記載されたものとなっ
ておりますので、２０２２年３月期 実績に関しては以上となります。
続きまして１２ページをご覧ください。
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次に、前中期経営計画の振り返りについてご説明いたします。



２０１９年度から２０２１年度の前中期経営計画では、４つの力、
GETSと呼んでおりますが（Growth：成長する力、Earnings：稼ぐ力、
Transformation：変革する力、Synergy：連携する力）を高めることに
取り組んでまいりました。

はじめに、前中期経営目標の振り返りです。



こちらにありますように、連結売上高、顧客基盤、連結営業利益率の３つの
指標について達成することができました。

海外EBITA率は、目標には届きませんでしたが、事業構造改革の成果により
北米は２０２１年度にEBITA率７%を達成しました。
引き続き、収益性改善とデジタルシフトの推進に取り組んでいく必要があると
認識しております。



次に、「変える勇気：お客様への提供価値最大化」の３＋１戦略の成果に
なります。



戦略１の「グローバルデジタルオファリングの拡充」では、「Global One 
Team」「DSO（Digital Strategy Office）」「CoE（Center of 
Excellence）」の３つの取り組みでグローバル連携を加速してまいりました。

３つの取り組みで多くの成果が出ており、新中期経営計画でもこれらの取り
組みを発展させ、更なる成長に向けて、グローバルデジタルオファリングの拡充
に取り組んでまいります。



続きまして、戦略２の「リージョン特性に合わせたお客様への価値提供の深
化」では、お客様とのLong-term Relationshipsを活かし、
既存の案件のみならず、デジタル事例を数多く創出し、お客様へ新たな価値
を提供してまいりました。



戦略３の「グローバル全社員の力を高めた組織力の最大化」では、人財育
成の各種施策・制度の拡充を図るとともに、
ガバナンス強化の観点では不採算抑止に取り組み、不採算案件総額の割
合を売上高比０.３％以下に抑える目標を達成しました。

新中期経営計画でも、引き続き、人財・組織力の最大化に取り組んでまいり
ます。



最後に、「NTTグループ連携の強化」では、多くの先進的なお客様との協業プ
ロジェクトに参画し、NTTグループ一体となってお客様に貢献してまいりました。
更なる成長に向けて、NTT連携を加速してまいります。



前中期経営計画をふまえ、Global ３rd Stageに向けて、新中期経営計画
では、「海外事業の質を伴った成長の加速」、「デジタル領域における更なる
競争力の強化」、「人財が成長する組織への変革」、「真のグローバル企業と
なるためのヘッドクォーター機能の強化」、という４つの課題に取り組んでまいり
ます。



以上を踏まえまして、２０２２年度から２０２５年度までの新中期経営計
画についてご説明いたします。



はじめに、事業環境の変化です。



社会を取り巻く環境は大きく変化しており、企業には事業の推進と同時に、
様々な社会課題の解決や地球環境への貢献が求められております。



社会トレンドの変化としては 「地球環境の保全」、「つながるモノの拡大」、
「消費・生活スタイルの変化」など、 ITとデジタルの普及により、企業活動から
消費・生活スタイルまで大きく変化しており、企業が対応しなければならない
課題、ニーズは複雑化・多様化しています。



また、社会トレンドの変化の裏にはテクノロジーの進化があります。
あらゆるデータを活用したサービスの高度化が進み、新しい社会の実現に向け
ては、Edge to Cloudといったコネクティビティに関連した技術の重要性が高
まっています。



さらには、モノや人の行動などからセキュアに情報を収集し、それらを分析し、
企業・業界の枠を超えたデータ活用をするデータドリブンな社会への期待も大
きくなっています。



次に当社がめざす姿についてご説明いたします。



当社は、２００５年度からのGlobal 1st Stageにおいてグローバルカバレッ
ジを拡大し、２０１６年度からのGlobal 2nd Stageではグローバルブランド
の確立を図ってまいりました。
２０２２年度から２０２５年度に予定している新中期経営計画において
は、前中期経営計画での取り組みを元に、Global 3rd Stageの到達に向
けて、
世界中のお客様から信頼される企業をめざして取り組んでまいります。



新中期経営計画では、企業理念、Group Visionのもと、Realizing a 
Sustainable Futureとして、未来に向けた価値をつくり、様々な人々をテク
ノロジーでつなぐことで、お客様とともにサステナブルな社会を実現することをめ
ざしてまいります。



当社は、これまで長きにわたりお客様とTrustedな関係を築いてまいりました。
お客様のビジネスや業務を深く理解し、
高度な技術力でシステムを作り上げる つくる力と、
様々な企業システムや業界インフラを支え、人と企業・社会をつなぐ力で、お
客様の事業成長や社会課題の解決に貢献してまいりました。



これからのサステナブルな社会の実現に向けて、つくる力とつなぐ力をさらに高め
るとともに、２つの力を掛け合わせていくことによって、企業・業界の枠を超えた
新たな社会プラットフォームや革新的なサービスを提供してまいります。



次に、海外事業の競争力強化に向けた、NTTリミテッドとの事業統合につい
てご説明いたします。



先日、５月９日の会見でご説明したとおり、当社とNTTリミテッドは２０２２
年１０月に事業統合を行います。

今回の統合によって、NTTリミテッドのもっているつなぐ力を加え、ITと
Connectivityを融合したサービスをTotalで提供する企業へ進化してまいり
ます。

統合後、売上高は３兆５,０００億円程度、従業員数はグローバル全体
で約１８万人、海外売上高比率は６０％程度に拡大いたします。



NTTリミテッドの事業概要ですが、売上高約１兆円、フォーチュン、グローバル
１００社の７５％以上のお客様に、
データセンタ・NW、CloudからEdgeまで、ITインフラおよび関連サービスを提
供する企業です。



海外事業の更なる成長に向けて、統一した戦略のもと両社の強みを掛け合
わせ、お客様の事業の成長、社会課題の解決に貢献してまいります。



次に、海外事業の統合スキームについてご説明いたします。

２０２２年１０月１日に当社５５％、NTT４５％の共同出資により、海
外事業会社を設立いたします。共同出資とすることで、戦略面・実務面での
NTT連携を進め、海外事業の成長を実現してまいります。

共同出資の狙いとしては、One NTTビジネスの推進、R&D分野での連携強
化に加えて、NTTグループの海外事業に関する人財を結集することで、今後
の事業成長を支える強固なグローバルガバナンス体制を構築してまいります。



さらには、グローバルヘッドクォーターとリージョン単位のオペレーション組織に分
割したグローバル経営体制への移行をめざし、２０２３年７月にNTTデータ
の持株会社の傘下に、国内事業会社を設立する計画です。

グローバル本社として傘下の国内事業会社ならびに海外事業会社が地域ご
とのニーズ・法規制等にあわせて事業を推進する体制を整備してまいります。



次に、新中期経営計画の具体的な戦略についてご説明いたします。



こちらが新中期経営計画の戦略の全体像となります。次ページより、各戦略
についてご説明いたします。



まず、戦略１ですが、ITとConnectivityの融合による新たなサービスの創出
です。

NTTグループとの更なる連携強化により、Edge to Cloud のサービス提供
力を強化してまいります。また、企業・業界の枠を超えた業際連携を実現し、
新たな社会プラットフォームや革新的なサービスを創出してまいります。



次に、戦略２は、Foresight起点のコンサルティング力の強化です。

お客様・業界の未来を構想するインダストリコンサルティング力と、テクノロジー
起点で未来を構想するテクノロジーコンサルティング力を強化し、共創パート
ナーとしてお客様の成長を支え、ビジネス変革を実現してまいります。



戦略３は、アセットベースのビジネスモデルへの進化です。

グローバルレベルで、NTTデータグループ内の技術・知見・経験等をアセット化
し、それらを有効活用することで、お客様への提供価値を最大化してまいりま
す。



戦略４は、先進技術の活用力とシステム開発の技術力の強化です。

技術の成熟度に応じた取り組みを推進してまいります。

Mainstream領域では、当社が強みとしている技術の活用力を更に磨いて
まいります。

Growth／Emerging領域では、Foresightで将来活用される先進技術の
目利きを行い、グローバルレベルで先進的な取り組みを行うお客様とのPoC等
を実施してまいります。



戦略５は、人財・組織力の最大化です。

当社の価値創出の原動力は人財であり、働く人にとって魅力的な企業へと変
革していくことが重要です。
そのために、先進技術が学べる育成プログラムの導入、多様な人財が活躍で
きる制度・先進的な職場環境の整備に取り組んでまいります。

また、グローバル企業としての更なる成長に向けてHQ機能を強化してまいりま
す。



ご説明をした５つの戦略を支える仕組みとして、投資と成長の好循環を確立
し、Global 3rd Stageにむけた事業成長を実現してまいります。

具体的には、Industry、Technologyの注力領域に加え、サステナビリティ
やIOWNといった社会変革を実現するテーマに対する投資枠を新設し、将来
のビジネス創出に向けた戦略的な投資をグローバル全体で推進してまいります。



次に、サステナビリティ経営についてご説明いたします。



事業環境の変化でご説明した通り、社会を取り巻く環境は大きく変化してい
ます。NTTデータは、この大きな変化の局面をさらなる成長の機会と捉え、長
期的な視点を持って経営におけるサステナビリティの推進をさらに進めてまいり
ます。



新中期経営計画では、「Clients’ Growth」「Regenerating 
Ecosystems」「Inclusive Society」の３つの軸を定め、９つのマテリアリ
ティを設定しております。



サステナブルな社会の実現に向けて、「Realizing a Sustainable 
Future」というスローガンのもと、事業活動と企業活動により、社会課題の解
決や地球環境への貢献に取り組むことで、お客さまとともに成長してまいります。



最後に、新中期経営目標についてご説明いたします。



こちらが２０２５年度にめざす目標となります。

NTTリミテッドとの統合により、連結売上高４兆円超、年間売上高が５０
億・５０M$以上の顧客を１２０社、連結営業利益率１０％、海外
EBITA率１０%をめざしてまいります。

営業利益は２０２２年３月期実績の約２倍となる約４,０００億円をめ
ざしてまいります。



大きな変化を迎える時代においても、私たちの企業理念、Group Visionの
もと、Trusted Global Innovatorとして、未来に向けた価値をつくり、様々
な人々をテクノロジーでつなぐことでお客様とともにサステナブルな社会を実現
することをめざしてまいります。



続いて、２０２３年３月期 業績予想についてご説明します。
５４ページをご覧ください。



こちらは、当社とNTTリミテッドとの海外事業統合による影響を加味した業績
予想となります。

売上高は、事業統合による影響に加え、国内事業を中心としたオーガニック
での規模拡大及び為替影響を反映し、大幅な増加を予想しています。
営業利益は、主に増収等による増益を予想しておりますが、新中期経営計
画の目標達成に向け戦略投資を増加させたいと考えています。
また今回の事業統合の影響も含まれていますが、現在NTTリミテッドが構造
改革に取り組んでおり、今期における利益貢献が小さいことや事業統合費用
等がかかるため、
当期利益については対前期でマイナスを予想しています。

このほか、現時点で開示できていない項目につきましては、今後の精査が完
了次第、速やかに開示いたします。

以降は、参考として当社とNTTリミテッドとの海外事業統合による影響を含ま
ない場合の業績予想についてご説明しておりますが、
全セグメントにおいて増収増益を予想しています。
続いて５８ページをご覧ください。
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最後に、配当についてご説明します。

２０２２年３月期については、普通配当１９円に加えまして、好調な業績
を踏まえ、２円の特別配当を実施いたします。
２０２３年３月期については、普通配当を２円増配し、２１円といたしま
す。

以降は、数値情報等の記載となりますので、説明は省略いたします。
私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。
ありがとうございました。
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